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６ 雇用・労働関係 

(1) 雇用・労働分野の基本方針 

人口高齢化に伴い個人の職業人生は長くなる一方、個別企業、産業の栄枯盛衰

のテンポは速くなっており、就職から定年退職まで一企業で雇用を保障するので

はなく、労働市場を通じて雇用を保障していく体制への移行が必要となる。 

一方、産業の高度化に伴い、高度な専門能力を有するホワイトカラー層なども

増えてきているとともに、就労意識の多様化から、パートタイム労働や派遣労働

などを選択する個人も増えている。経済の急速な変化に後れることなく、こうし

た新しいタイプの労働者像に対して、雇用の選択肢を拡大し、多様な就労形態に

対応し得るようにすることが必要である。 

以上のような観点から、労働市場の規制の在り方は、より市場を通じた雇用保

障を拡充すべく職業紹介規制の緩和等を図るとともに、派遣労働・有期労働契約

の拡大等多様な就業・雇用形態に対応し得るよう改革に取り組む。また、「事後監

視・監督」（事後チェック）機能の強化を図ることが必要である。これらの課題は

喫緊の課題であり、法律の改正を伴わないものは可及的速やかに、法改正を伴う

ものであっても早期に実現することが極めて重要である。 

また、新たな労働者像に対応した制度作り等、将来に向けた課題についても早

急に検討を進める。 

 

(2) 雇用・労働分野の重点事項 

① 円滑な労働移動を可能とする規制改革 

労働市場を通じて雇用保障を実現していくためには、円滑に人材の移動が行

われるための労働市場システムの整備が必要である。このため、職業紹介規制

の抜本的緩和を進める。また、労働者のポテンシャル向上のための能力開発プ

ログラムの充実や募集・採用における制限の緩和・差別撤廃にも注力する。 

② 就労形態の多様化を可能とする規制改革 

昨今の雇用情勢の急速な変化、並びに個人の就労意識・価値観の多様化に対

応するためには、労働者の働き方の選択肢を広げ、雇用機会の拡大を図ること

が必要である。このため、派遣労働、有期労働契約などの雇用の選択肢を更に

拡充するとともに、裁量労働制を拡大し、労働者がより創造的な能力を発揮で

きる環境整備を図る。 

③ 新しい労働者像に応じた制度改革 
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経済社会の構造変化によって、雇用の在り方にも大きな変化が生じており、

高度な専門能力で仕事をするような新たな労働者像に対応した制度作りや解雇

基準の明示等、21世紀にふさわしい労働市場システムの整備を早急に進める。

また、制度が働き方の制約とならないよう、あるいは女性の就業意欲を阻害し

ないよう社会保険制度等についても改革を進める。 

④ 事後チェック機能の強化 

個別労使紛争への対応強化等、事後チェック機能の強化を図ることが必要で

ある。 
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(3) 個別事項 
 ア 円滑な労働移動を可能とする規制改革 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

ａ 労働市場全体のポテンシャル向上という見

地から、制度創設以来の運用実態等を踏まえ、

支給対象者の範囲なども含め、教育訓練給付制

度等の在り方について更に検討する。 

（第156回国会に関係法案提出） 

検討 法案提

出 

法案成

立後公

布、措置

（５月

施行予

定） 

①能力開発プ

ログラムの

充実 

（厚生労働省） 

ｂ キャリア・コンサルティングや職業能力評価

制度の拡充、資金の貸付制度等の活用の促進

等、個人の自発的な能力開発に対する支援を強

化する。 

重点・雇

用１(1)、

全国実施

948 

〔改定・

雇 用 ア

①〕 一部措置済 逐次実

施 

②職業紹介規

制の抜本的

緩和 

（厚生労働省） 

ａ 求職者からの手数料規制緩和 

平成14年２月の省令改正により、年収1,200万円

を超える科学技術者・経営管理者からも徴収可能

となったところであるが、求職者の実情等を踏ま

え、求職者からの手数料規制については、より労

働市場のニーズに合致したものとするため、年収

要件の大幅な引き下げ、職種の拡大により対象者

の拡大を図る。 

【平成14年厚生労働省令第12号】 

重点・雇

用１ (2)

①、新事

業３ (1)

③イ、全

国 別 表

910 〔 改

定・雇用

ア②ａ〕 

一部措

置済 

(２月施

行) 

平成15年度までに

措置（速やかに実

施） 

 ｂ 求人企業から徴収する手数料の上限に係る

大臣基準の見直し 

求人企業から徴収する手数料は、手数料の上

限に係る現行の大臣基準の廃止も含め検討し、

措置する。 

【平成14年厚生労働大臣定め】 

その際、常用目的紹介（当初の有期雇用に引

き続き、求人者、求職者の合意を条件に「期間

の定めのない雇用」を成立させることを目的と

して行われる職業紹介）が実施可能であること

及びその方法について明確化を図る。 

【平成14年厚生労働省職業安定局長通達】 

改定・雇

用ア②ｂ 

措置済 

(２月施

行) 

  

 ｃ 無料職業紹介事業に関する規制緩和 

(a) 無料職業紹介事業の届出制の範囲の拡大に

ついて検討し、その結論を早急に取りまとめ、 

重点・雇

用１ (2)

②、新事 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 所要の措置を講ずる。 

  また、昨今の深刻な雇用情勢の下では、国・

地方・民間等あらゆる機関の職業紹介能力を十

分に活用する必要があり、地方公共団体におい

ても無料職業紹介を事業として行えるように

する。 

（第156回国会に関係法案提出） 

業３ (1)

③ ア

(ア)､全

国 別 表

912、913 

〔改定・

雇用ア②

ｃ(a)〕 

  公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 (b) 地方公共団体が行う無料職業紹介が「事業」

として行われるものでない場合には、従来から

もこれを禁止せず、公共職業安定所からの求人

情報の提供等の支援を行っており、引き続き、

地方公共団体が必要に応じて行う無料職業紹

介については、より円滑にこれを行うことがで

きるよう更なる支援の強化を図る。 

改定・雇

用ア②ｃ

(b) 

適宜実施 

 ｄ 有料職業紹介事業に関する規制緩和 

(a) すべての事業所に許可が必要としている現

行の有料職業紹介事業の許可制は、手続の簡素

化の観点から、法人としての許可があれば、事

業所の設置は届出で済むよう許可制度を緩和

することを含め、検討し、その結論を早急に取

りまとめ、所要の措置を講ずる。 

職業紹介事業に係る兼業規制については、こ

れを原則として撤廃することも含め検討し、そ

の結論を早急に取りまとめ、所要の措置を講ず

る。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用１ (2)

③、新事

業３ (1)

③ ア

（イ）、全

国 別 表

914 

〔改定・

雇用ア②

ｄ〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 (b) 有料職業紹介事業の許可に係る申請者の財

産的基礎に関する許可基準の緩和について、検

討し、措置する。 

重点・全

国 別 表

911 

  措置 

 ｅ 「付帯業務」の定義の明確化 

職業紹介事業において、許可・届出を必要と

する求人・求職の受理と、これを必要としない

求人・求職の申込みを勧誘する業務等（「付帯

業務」）との境界を明確にするため、「付帯業務」

の定義を明確化する。 

改定・雇

用ア②ｅ 

措置済 

(３月施

行) 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 【平成14年厚生労働省職業安定局通達】     

 ｆ 公共職業安定所紹介要件の緩和 

(a) 特定求職者雇用開発助成金を始めとする雇

用関係助成金については、公共職業安定所の紹

介要件を緩和し、都道府県労働局長への届出に

より、民間の職業紹介事業者の紹介による雇入

れも支援対象とする措置を講じたが、不正防止

にも留意しつつ、今後とも、要件緩和の趣旨・

内容等の周知徹底を図る。 

 

適宜実施 

 (b) 助成金の在り方そのものについても、費用対

効果の観点からその見直しを検討する。 

 

検討 結論 措置（４

月及び

６月施

行予定） 

 (c) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）に定め

る就職促進給付のうち再就職手当の一部及び

常用就職支度金についても、不正防止等の観点

から公共職業安定所の紹介を支給要件として

いるが、厳しい雇用保険財政に留意しつつこれ

を緩和する。 

重点・雇

用１ (2)

④ 

〔改定・

雇用ア②

ｆ〕 

検討 結論 措置（５

月施行

予定） 

 ｇ 職業紹介責任者に係る規制緩和 

職業紹介制度全体の見直しに併せて、下記の

項目についても検討し、その結論を早急に取り

まとめ、所要の措置を講ずる。 

(a) 職業紹介責任者の設置要件（人数）の見直し 

責任の所在を明確にするためにも、職務内容

の見直しを前提に、設置要件（人数）の大幅な

見直しについて検討 

(b) 人事異動の都度必要とされる同責任者の変

更手続の簡素化 

(c) 講習制度について、その在り方及び講習内容

の見直し 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用１ (2)

⑤、全国

別表916 

〔改定・

雇用ア②

ｇ〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 ｈ 国外にわたる職業紹介に係る規制緩和 

国外にわたる職業紹介に係る許可申請要件

の緩和については、相手先国の関係法令及び日 

改定・雇

用ア②ｈ 

措置済 

（2月施

行） 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 本語訳の収集手続を簡素化する。 

【平成14年厚生労働省職業安定局長通達】 

    

 ｉ 職業紹介手続において緊急時以外において

も書面に代わる電子メールの利用を認める。 

【平成13年厚生労働省令第61号】 

改定・雇

用ア②ｉ 

措置済 

（4月施

行） 

  

 ｊ 専らインターネットのみによる職業紹介に

ついて、事業所面積に係る20㎡要件を廃止す

る。 

【平成13年厚生労働省職業安定局長通達職発第

189-3号】 

改定・雇

用ア②ｊ 

措置済 

（4月施

行） 

  

 ｋ 「官民連携した雇用情報システム運営協議

会」における合意を基に、公共職業安定所と民

間職業紹介事業者等の連携による求人・求職情

報の一元化と円滑な利用を図る総合情報ネッ

トワークの運用を、平成13年度から確実に開始

する。 

改定・雇

用ア②ｋ 

措置済 

（8月運

用開始） 

  

ａ 無料職業紹介について、求職者、求人企業双

方にとって質の高いサービスが提供できるよ

う、公共職業安定所の保有する求人情報等の民

間への公開や、管理職・専門職等の紹介に関す

る民間への業務委託等を進め、民間のノウハウ

を一層いかしつつ職業紹介ができるようにす

る。 

 逐次実施 ③職業紹介・職

業訓練にお

ける民間参

入の推進 

（厚生労働省） 

ｂ 職業訓練については、雇用・能力開発機構に

ついて平成16年３月からの独立行政法人化が

進められているが、一層の民間委託を進める等

により民間教育訓練機関の育成を図るととも

に、当該業務を継続させる必要性、組織の在り

方について遅くとも独立行政法人設立後の最

初の中期目標期間終了時に速やかに検討を行

い、結論を得、その結果に基づき、所要の措置

を講ずる。 

重点・官

製(1)⑥ 

  遅くと

も独立

行政法

人設立

後の最

初の中

期目標

期間終

了時に

速やか

に 検

討・結論 

④労働者募集 職業紹介制度全体の検討に併せて、委託募集の 重点・雇 検討 法案提 措置（法
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

に係る規制

緩和 

（厚生労働省） 

許可制については、平成11年の法改正の施行状

況、諸外国の状況等を踏まえ、許可制の在り方に

ついて検討し、その結論を早急に取りまとめ、所

要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

用 (1) ③

〔改定・

雇 用 ア

③〕 

出 案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

ａ 改正雇用対策法に基づく「指針」に関する指

導の徹底を図るとともに、年齢上限の設定を認

めている例外規定の妥当性を検討する。 

適宜検討 ⑤募集・採用に

おける制限

の緩和・差別

撤廃 

（厚生労働省） 
ｂ 雇用者が年齢上限を設定する際の理由説明

の法的義務化、あるいは年齢制限そのものの禁

止についての可能性を検討する。 

重点・雇

用１(4) 

〔改定・

雇用ア④

ａ、ｂ〕 
中長期的に検討 

（内閣官房、総

務省） 

【人事院】 

ｃ 公務員における年齢制限の撤廃を検討する。 

 

（「事項名」欄の【人事院】とは、人事院に対し

て検討を要請するものである。） 

改定・雇

用ア④ｃ 

検討 

（厚生労働省） ｄ 労働者派遣の際に派遣元が派遣先に行う「派

遣労働者の年齢及び性別」の通知については、

法令遵守のため特に必要があると考えられる

場合にのみ通知義務を課す。 

改定・雇

用ア④ｄ 

省令公

布 ( ３

月) 

措置済

(４月施

行) 

 

（厚生労働省、

法務省） 

ｅ 採用または労働条件その他労働関係に関す

る事項について、人種・信条・社会的身分等を

理由としてする不当な差別的取扱いの禁止を

定めた「人権擁護法案」が国会に提出されてい

るところであるが、成立後におけるその円滑な

施行を図る。 

（第154回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用(1)④ 

〔改定・

雇用ア④

ｅ〕 

結論（法

案提出） 

法案成立後、公布

及び措置（平成15

年４月１日から平

成15年７月31日ま

での間で政令で定

める日より） 

 

イ 就労形態の多様化を可能とする規制改革 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①労働者派遣

制度全体の

見直し 

（厚生労働省） 

ａ 労働者派遣事業に関する規制緩和 

すべての事業所に許可が必要としている現

行の労働者派遣事業の許可制については、手続

の簡素化の観点から、法人としての許可があれ 

重点・雇

用２ (1)

③、全国

別表901 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 ば、事業所の設置は届出で済むよう許可制度の

緩和を行うことを含め検討し、その結論を早急

に取りまとめ、所要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

〔改定・

雇用イ①

ａ〕 

  ９か月

以内に

施行予

定） 

 ｂ 派遣期間の延長又は撤廃 

派遣期間の制限に関しては、法律に基づく１

年の期間制限と行政指導に基づく３年の期間

制限のいずれについても、派遣労働者の声を踏

まえ、これを延長又は撤廃することも含め検討

し、その結論を早急に取りまとめ、所要の措置

を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用２ (1)

①、新事

業３ (1)

①イ、全

国 別 表

904、906 

〔改定・

雇用イ①

ｂ 、 ｄ

(c)〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 ｃ「経済社会の急速な変化に対応して行う中高年

齢者の円滑な再就職の促進、雇用の機会の創出

等を図るための雇用保険法等の臨時の特例措

置に関する法律」の確実な施行を図る。 

【経済社会の急速な変化に対応して行う中高年

齢者の円滑な再就職の促進、雇用機会の創出等を

図るための雇用保険法等の臨時の特例措置に関

する法律（平成13年法律第158号）】 

改定・雇

用イ①ｃ 

措置済 

（１月

施行） 

  

 ｄ 派遣対象業務の拡大等 

(a) 現行労働者派遣法は、附則において、当分の

間「物の製造」の業務について派遣事業を禁止

しているが、製造業務の派遣事業に係る他国の

状況も踏まえながら、これを解禁することも含

め検討し、その結論を早急に取りまとめ、所要

の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

 

重点・雇

用２ (1)

②、新事

業３ (1)

①ウ、全

国 別 表

905 

〔改定・

雇用イ①

ｄ(a)〕 

 

検討 

 

法案提

出 

 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 (b) 安全衛生等に関する派遣労働者の労働条件

の適正な確保を図るために啓発・指導等を行 

重点・雇

用２(1)  

 措置 



Ⅳ雇用－9 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 う。 ②、新事

業３ (1)

①ウ 

  

 (c) 法改正を必要としない対象業務（26業務）の

拡大 

緊急措置として現在３年の派遣が認められ

ている業務（旧適用対象26業務）の範囲の拡大

等法改正を必要としない見直しについて検討

し結論を得る。 

【労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の就業条件の整備等に関する法律施行令

の一部を改正する政令（平成14年政令）】 

改定・雇

用イ①ｄ

(b) 

措置済

（３月

施行） 

  

 ｅ 紹介予定派遣制度の見直し 

紹介予定派遣を通常の派遣と同様の規定で

律することには限界があり、実態調査等を踏ま

え、事前面接や履歴書の送付要請、採用内定等

の行為の解禁等法制度を含む現行制度の見直

しを行う。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用２ (1)

④、新事

業３ (1)

②、全国

別表903、

915〔改定

イ①ｅ〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 ｆ その他 

(a) 派遣元責任者の選任に係る見直し 

派遣元責任者の選任の在り方について見直

す。また、その際、講習制度についても簡素化

を検討する。 

重点・雇

用２ (1)

⑤ア 

〔改定・

雇用イ①

ｆ(a)〕 

 

検討 

 

平成15年度までに

措置 

 (b) 労働者派遣に係る手続の簡素化 

労働者派遣事業に係る手続を事業所ごとの

手続から本社一括の手続に緩和すること、届出

書類を削減することを含め検討し、その結論を

早急に取りまとめ、所要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用２ (1)

⑤イ、全

国 別 表

902 

〔改定・

雇用イ①

ｆ(b)〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

 (c) 派遣先事業主から派遣元事業主への通知書

類の電子化 

重点・雇

用２(1)  

検討 平成15年度までに

措置 



Ⅳ雇用－10 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 派遣先事業主から派遣元事業主への通知に

ついて、労働者保護にも留意しつつ、電子媒体

による通知も可能とすることを検討する。 

⑤ウ 

〔改定・

雇用イ①

ｆ(c)〕 

  

 (d) 派遣事業と紹介事業の兼業規制の見直し 

労働者派遣事業等の許可基準における①派

遣元責任者と紹介責任者が同一の者ではない

こと、及び②両事業に係る指揮命令系統が明確

に区分され、両事業に係る直接担当職員が両事

業の業務を兼任するものではないこととされ

ている要件の在り方を一定の条件の下にその

兼任を認める経過措置が終了するまでに検討

する。 

重点・雇

用２ (1)

⑤エ 

 平成 15

年度中

に検討

を開始

し、平成

16 年 11

月末ま

でに結

論 

 (e) その他 

複合業務について主たる業務が旧適用対象

業務の場合及び月初や土日のみ等、派遣日数が

限られている場合に旧適用対象業務と同様に

取り扱うことについて、労働者派遣制度全体の

見直しにおいて、その可能性を検討する。 

（第156回国会に関係法案提出） 

改定・雇

用イ①ｆ

(d) 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

９か月

以内に

施行予

定） 

ａ 有期労働契約については、働き方の選択肢を

増やし、雇用機会の拡大を図るためにも、専門

職の労働契約期間の上限を５年にするととも

に、原則１年の契約期間の上限を３年に延長す

ることを検討し、その結論を早急に取りまと

め、所要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用２(2)､

新事業３

(1)①エ、

全国別表

907、908 

〔改定・

雇用イ②

ａ〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

６か月

以内に

施行予

定） 

②有期労働契

約の拡大 

（厚生労働省） 

ｂ 当面の措置として、大臣告示によって定めら

れた専門職の範囲については、その範囲を一層

拡大する方向で見直しを行う。 

【平成14年厚生労働省告示第21号】 

改定・雇

用イ②ｂ 

措置済 

（２月

施行） 

  

③裁量労働制

の拡大 

ａ 専門業務型裁量労働制については、当面の措

置として、研究職、ＳＥ、放送等のプロデュー 

改定・雇

用イ③ａ 

措置済 

（２月 

  



Ⅳ雇用－11 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

（厚生労働省） サー、コピーライターなど11の対象業務に限定

されているが、これを拡大する。 

【平成14年厚生労働省告示第22号】 

 施行）   

 ｂ 企画業務型裁量労働制については、導入手続

が煩雑であり、適用対象事業場等が限定的であ

ることから、その手続の大幅な簡素化や適用対

象事業場等の拡大を図ることを検討し、その結

論を早急に取りまとめ、所要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

重点・雇

用２(3)、

新事業３

(2)②、全

国 別 表

909 

〔改定・

雇用イ③

ｂ〕 

検討 法案提

出 

措置（法

案成立

後公布、

公布後

６か月

以内に

施行予

定） 

 

ウ 新しい労働者像に応じた制度改革 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①労働基準法

の改正等 

（厚生労働省） 

 

 

ａ 高度の専門能力を有するホワイトカラー層

などの新しい労働者像にも適切に対応した、新

たな時代の雇用関係を規定する基本法とする

ために労働基準法の見直しを検討する。 

中長期的には、裁量性の高い業務については

労働時間規制の適用除外方式を採用すること

を検討する。（その際、管理監督者等に対する

適用除外制度の在り方について、深夜業に関す

る規制の適用除外の当否を含め検討。） 

重点・雇

用３(1)、

新事業３

(2)① 

〔改定・

雇用ウ①

ａ〕 

速やかに検討 

 ｂ 最も裁量性の高い職種と考えられる大学教

員について、労働時間規制の在り方を早急に検

討する。 

重点・雇

用３(1) ,

新事業３

(2)① 

  平成 15

年度中

に検討 

 ｃ 解雇の有効・無効に関する労使双方の事前予

測可能性を高めるため、解雇の基準やルールに

ついて、これを立法で明示することを検討し、

その結論を早急に取りまとめ、所要の措置を講

ずる。その際には、いわゆる試用期間との関係

についても検討するとともに、解雇の際の救済

手段として、職場復帰だけでなく、「金銭賠償

重点・雇

用３(1) ,

新事業３

(2)① 

〔改定・

雇用ウ①

ｂ〕 

検討 法案提出等所要の

措置 



Ⅳ雇用－12 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

方式」という選択肢を導入することを検討し、

その結論を早急に取りまとめ、第156回国会に

法案提出等所要の措置を講ずる。 

（第156回国会に関係法案提出） 

②社会保険制

度の改革等 

（厚生労働省） 

ａ 世帯主（常用労働者）を基準とした社会保険

制度（短時間の被用者は健康保険・厚生年金保

険の被保険者とならず、事業主負担もないこ

と、また年収が130万円未満であれば健康保険

の被扶養者・国民年金の第３号被保険者とし

て、個人としての保険料負担を求められないこ

と等）が就労日数調整や雇用代替の誘因となる

可能性があることから、このような労働市場に

及ぼす影響も踏まえ、同制度の在り方について

検討を進める。 

改定・雇

用ウ②ａ 

検討 

（平成16年までに行うこと

となっている次期財政再計

算に向けて検討） 

ｂ 保険料の算定方法について、被保険者間の負

担の公平を期すため、保険料の賦課ベースを年

収賃金とする「総報酬」方式を厚生年金以外の

社会保険にも適用するよう、速やかに検討する。 

【健康保険法等の一部を改正する法律（平成14年

法律第102号）】 

改定・雇

用ウ②ｂ 

結論（法

案提出） 

法案成

立後、公

布 

措置（４

月施行） 

 

ｃ 年金・医療保険においても、パートタイム労

働者について適用基準に該当する労働者への

適用の徹底を図るとともに、適用範囲の拡大に

ついて早急に検討する。 

重点・雇

用３(2) 

〔改定・

雇用ウ②

ｃ〕 

速やかに検討・結論 

 ｄ 派遣労働者については就業実態等を踏まえ

た健康保険組合の設立を認めるとともに、適用

基準の明確化等を行うことについて早急に検

討を進める。 

【平成14年厚生労働省保険局保険課長、社会保険

庁運営部医療保険課長、年金保険課長通達】 

改定・雇

用ウ②ｄ 

検討 措置済 

（４月

施行） 

 

 ｅ 企業年金については、転職が不利にならない

よう、確定給付型年金の中途脱退者の通算制度

の拡大、個人型確定拠出年金への資産移換の仕

組みの検討など確定給付型年金のポータビリ

ティ向上に努めるとともに、コストを抑えた効 

重点・雇

用３(2)、

新事業３

(2)④ 

〔改定・ 

政令公

布（ 12

月） 

一部措

置済（４

月施行） 

速やか

に検討 



Ⅳ雇用－13 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

 率的な運営システムの整備等による確定拠出

型年金の拡大を図る。以上のほか、退職金につ

いても、長期勤続者を過度に優遇する現行制度

の見直しを図る。 

【確定給付企業年金法施行令（平成13年政令第

424号）】 

雇用ウ②

ｅ〕 

   

（内閣官房、総

務省) 

【人事院】 

ｆ 女性の就業意欲の阻害要因と考えられる配

偶者手当などの制度については、民間部門に

おける手当廃止や見直しの動きに後れること

なく、公務員についても、今後男女共同参画

の観点から同様に見直す。 

（「事項名」欄の【人事院】とは、人事院に対し

て検討を要請するものである。） 

【一般職の職員の給与に関する法律等の一部を

改正する法律（平成14年法律第106号）】 

改定・雇

用ウ②ｆ 

 一部措

置済 

速やか

に検討 

③雇用保険 

（厚生労働省） 

ａ 雇用保険の助成金の支給要件について、公共

職業安定所による紹介を要件とすることを早

急に見直す。 

【平成13年厚生労働省令第189号】 

改定・雇

用ウ③ａ 

措置済

（ 10 月

施行） 

  

 ｂ 雇用保険未加入者に対する加入促進をより

徹底する。（パートタイム労働者及び登録型派

遣労働者の適用拡大） 

【平成13年厚生労働省職業安定局長通達】 

改定・雇

用ウ③ｂ 

措置済

（４月

施行） 

  

（厚生労働省、

文部科学省） 

ｃ 現在、低い加入水準にとどまっている私立学

校教員等については、雇用保険への加入を速や

かに促進する。 

重点・雇

用３(2) 

〔改定・

雇用ウ③

ｃ〕 

措置（逐次実施） 

 

 エ 事後チェック機能の強化 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①個別労使紛

争への対応

強化 

（司法制度改

迅速かつ低廉な費用で個別的な労働関係の紛

争を適切に解決するスキームが求められている

ことから、労働調停制度や労働関係事件固有の訴

訟手続の整備の要否等について早急に検討し、所

重点・雇

用４(1)、

新事業３

(2)③、事

  遅くと

も平成

16 年中

に措置 



Ⅳ雇用－14 

実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

革推進本部） 要の措置を講ずる。 後チェッ

ク３ (5)

① 

②社会保険労

務士の個別

労働関係紛

争当事者の

代理 

（厚生労働省） 

個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律

の紛争調整委員会におけるあっせんについて、紛

争の当事者を代理することを社会保険労務士の

業務に加えることを盛り込んだ社会保険労務士

法の一部を改正する法律（平成14年法律第116号、

平成14年11月27日公布）の円滑な施行を図る。 

重点・雇

用４(2)、

事後チェ

ッ ク ３

(5)②、全

国 別 表

917 

 適宜実施 

③個別的労使

紛争処理制

度 

（厚生労働省） 

雇用・労働関係全般に係る苦情・紛争の相談体

制を始めとした個別的労使紛争処理制度の在り

方について検討した結果を踏まえ、個別的労使紛

争処理システムの運用を開始する。 

【個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律

(平成13年法律第112号)】 

改定・雇

用ア⑤ 

措置済 

(10月施

行・運用

開始) 

  

 

 オ その他 
実施予定時期 

事項名 措置内容 
改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

①手続簡素化 

（厚生労働省） 

就業規則及び時間外労働・休日労働に関する協

定の所轄労働基準監督署長への届出について、就

業規則等が労働組合の合意を得て、本社と各事業

場のものが同一内容のものである場合には、本社

を管轄している労働基準監督署に一括して届け

出ることができるように措置する。 

【平成15年厚生労働省労働基準局長通達】 

改定・雇

用エ 

 措置済 

（２月

施行） 

 

②社会保険労

務関係の各

種手続の電

子化、一元化 

（厚生労働省） 

 健康保険・雇用保険等社会保険労務関係の各種

手続の電子化を図ることにより、本社でオンライ

ンによって処理ができる環境を整備する。 

重点・円

滑化別表

(1)39 

  15 年度

から措

置 

③地方公共団

体における

一般職の任

期付研究員、

公務員制度改革大綱に基づき国と民間企業と

の間の人事交流に関する法律が平成15年度中に

改正、施行された場合、民間企業の社員の身分を

有したままで、地方公共団体の一般職への併任を

重点・全

国 別 表

405 

  措置 
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実施予定時期 
事項名 措置内容 

改定計画等と

の関係 平成13年度 平成14年度 平成15年度 

任期付職員

の採用に係

る身分併有

制限の撤廃 

（総務省） 

認める。 

 


